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○今回の決算のポイントについて、ご説明いたします。

○2016年度決算は、連結・個別ともに減収減益となりました。

○収入面につきましては、販売電力量の減少や燃料費調整単価の低下などに
より、売上高は減少しました。

○一方、支出面では、徹底した経営効率化に努めたことに加え、燃料価格の
下落や円高などにより、火力燃料費が減少しました。

○2017年度業績予想につきましては、原子力プラントが運転再開には至って
いないことなどから、現時点では一定の前提を置いて業績を想定することができ
ないため、売上高・利益ともに未定としております。
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○今回の決算概要について、ご説明いたします。

○連結売上高につきましては、電気事業において、電灯電力料収入が減少した
ことなどから、前年度に比べて2,345億円減少し、3兆113億円となりました。

○一方、経常費用につきましては、徹底した経営効率化に努めたことに加え、燃
料価格の下落や円高などにより、火力燃料費が減少したことなどから、前年度
に比べて減少しましたが、収入の減少が支出の減少を上回ったことから、連結
経常利益は前年度に比べて455億円減少し、1,961億円となりました。

○連結ベースの有利子負債残高は、前年度末に比べて1,167億円減少し、
3兆8,215億円、自己資本比率は3.4%上昇し、19.3%となりました。
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○個別決算における主なデータについて、ご説明いたします。

○販売電力量につきましては、夏場の気温が前年に比べて高く推移し、冷房需要
が増加したものの、契約電力が減少したことなどから、前年度に比べて60億
kWh減少し、1,215億kWhとなりました。

○原子力利用率につきましては、原子力プラントが稼動しなかったことにより、０％
となりました。

○出水率につきましては、豊水だった前年度に比べて13.8％低い99.1％となりま
した。

○全日本通関原油ＣＩＦ価格につきましては、前年度に比べて１バレル当たり
1.3ドル低下し、47.5ドルとなりました。

○為替レートにつきましては、前年度に比べて12円円高の1ドル108円となりました。

○金利につきましては、前年度に比べて0.16％低下し、0.95％となりました。



5

○個別決算における経常収益・費用の増減について、ご説明いたします。

○経常収益につきましては、料金改定による収入の増加があったものの、販売

電力量の減少や、燃料費調整単価の低下などにより、前年度に比べて

2,599億円減少し、2兆6,534億円となりました。

○経常費用につきましては、徹底した経営効率化に努めたことに加え、燃料

価格の下落や円高などにより、火力燃料費が減少したことなどから、前年度に

比べて2,035億円減少し、2兆5,096億円となりました。

○以上により、経常利益は前年度に比べて564億円減少し、1,437億円とな
りました。
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○連結決算における経常収益･費用について、ご説明いたします。

○経常収益につきましては、電気事業において、電灯電力料収入が減少した
ことなどから、前年度に比べて2,273億円減少し、3兆681億円となりました。

○経常費用につきましては、徹底した経営効率化に努めたことに加え、燃料
価格の下落や円高などにより、火力燃料費などの電気事業営業費用が減少
したことなどから、前年度に比べて1,817億円減少し、2兆8,720億円となりま
した。

○以上により、経常利益は前年度に比べて455億円減少し、1,961億円となり
ました。
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○セグメント別の決算概要について、ご説明いたします。

○電気事業につきましては、徹底した経営効率化に努めたことに加え、燃料価格
の下落や円高などにより、火力燃料費が減少したものの、販売電力量の減少
や燃料費調整単価の低下などにより、営業利益は前年度に比べて333億円
減少し、1,652億円となりました。

○ガス・その他エネルギー事業につきましては、ガス販売単価が低下したことなど
から、営業利益は前年度に比べて92億円減少し、60億円となりました。

○情報通信事業につきましては、FTTHサービスの加入者の増加などにより、営業
利益は前年度に比べて21億円増加し、194億円となりました。

○その他につきましては、営業利益は前年度に比べ15億円増加し、253億円と
なりました。
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○連結決算における貸借対照表の増減について、ご説明いたします。

○資産は、設備投資による増加はあったものの、減価償却の進行や使用済
燃料再処理等積立金の取り崩しによる減少などにより、前年度末に比べて
5,592億円減少し、6兆8,531億円となりました。

○負債は、有利子負債の減少や使用済燃料再処理等引当金の取り崩しに
よる減少などにより、前年度末に比べて7,021億円減少し、5兆5,084億円
となりました。

○純資産は、親会社に帰属する当期純利益を1,407億円計上したことなどに
より、前年度末に比べて1,428億円増加し、1兆3,446億円となりました。
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○2017年度の業績予想について、ご説明いたします。

○2017年度の業績予想につきましては、原子力プラントが運転再開には至って
いないことなどから、現時点では一定の前提を置いて業績を想定することができ
ないため、売上高、利益ともに未定としております。

○また、2017年度の配当予想につきましては、業績予想を未定とせざるを得な
い状況であるため、未定としております。
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